
埼玉県に避難されている弓道選手の皆さんへのお知らせ埼玉県に避難されている弓道選手の皆さんへのお知らせ埼玉県に避難されている弓道選手の皆さんへのお知らせ埼玉県に避難されている弓道選手の皆さんへのお知らせ    

 

 

 公益財団法人日本体育協会からの通知（次ページ以降参照）「東日本大震災に係る選手及び監督の国民体

育大会参加資格の特例措置」２．特例の内容 （２）避難等による移動先の都道府県を所属都道府県とする

場合の要件緩和 に伴い、避難先の埼玉県を所属都道府県として、第６６回国民体育大会に参加を希望さ

れる方へ 

 

埼玉県の国体選手選考は、最終段階に入っておりますので、速やかに下記に御連絡下さい。 

 

連絡先：埼玉県弓道連盟理事長 本橋 民夫 電話０４－２９９５－３８３９ 

                     e-mail  fam.motohashi@tbt.t-com.ne.jp 



 

第 23 回体協国体発第 10 号 

平 成 2 3 年 4 月 2 8 日 

都 道 府 県 体 育 協 会 

 事 務 局 長  殿 

公益財団法人日本体育協会 

国 民 体 育 大 会 委 員 会 

 委 員 長  泉  正 文 

 

 

東日本大震災に係る国民体育大会参加資格の特例について 

 

 平素より国民体育大会をはじめ本会諸事業に多大なるご理解とご協力を賜り、御礼申し上げます。 

 去る 3月 11日に発生した東日本大震災に関連し、多数の方が被災地域からの避難生活を余儀なくされ

ており、国民体育大会に参加を希望する選手・監督についても、大会参加資格に定める「居住地を示す現

住所」等所属都道府県の要件を満たせなくなるなどの影響が懸念される状況です。 

 このことに対応するため、本会ではこの度、別紙のとおり「東日本大震災に係る選手及び監督の国民体

育大会参加資格の特例措置」を制定いたしました。 

 つきましては、本件を貴会傘下の関係都道府県競技団体にお知らせいただくとともに、貴会ホームペー

ジ、会報等を通じて可能な限り広くご周知くださるよう、お願いいたします。併せて、第 66回国民体育

大会及び第67回国民体育大会冬季大会に同特例を適用して貴都道府県より参加する選手・監督について、

同特例第 3項に定める手続きにより、下記のとおりご提出くださるよう重ねてお願いいたします。 

なお、「国民体育大会ふるさと選手制度」に係り、避難先において中学校・高等学校を卒業することに

より、今後、本人の意図しない形で「ふるさと」となる都道府県が限定されてしまう事態が想定されるた

め、別途国民体育大会委員会にて対応を協議し、改めて関係各機関・団体宛通知することを申し添えます。 

 

記 

 

■ 届出の提出先及び期限 

 ① ブロック大会 

【届出対象】 ブロック大会実施競技の特例適用者（都道府県予選会参加者含む） 

【提 出 先】 当該ブロック大会開催県 

【提出期限】 当該ブロックにおいて定める各競技参加申込締切日まで 

 ② 本大会 

【届出対象】 全競技の特例適用者（都道府県予選会参加者含む） 

【提 出 先】 本会スポーツ推進部国体課 

【提出期限】 各大会実施要項に定める各競技参加申込締切日まで 

 

■ 個人情報の取り扱いについて 

  本件に係り取得した個人情報は、開催地及び会場地市町村実行委員会、当該中央競技団体、各都道府

県体育協会、本会等において参加資格の確認に利用します。 

なお、各都道府県において個人情報を取得される際には、本人に対して上記の利用目的・範囲を伝え、

了解を得ていただくとともに、個人情報の取り扱いにはご留意くださるようお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

公益財団法人日本体育協会 

スポーツ推進部 国体課  担当：土屋 

 TEL：03－3481－2217 

 FAX：03－3481－2284 

 E-mail：kokutai@japan-sports.or.jp 



 

東日本大震災に係る選手及び監督の国民体育大会参加資格の特例東日本大震災に係る選手及び監督の国民体育大会参加資格の特例東日本大震災に係る選手及び監督の国民体育大会参加資格の特例東日本大震災に係る選手及び監督の国民体育大会参加資格の特例措置措置措置措置    

    

 

平成 23 年 4 月 26 日 

公益財団法人日本体育会 

 

 「東日本大震災に係る選手及び監督の国民体育大会参加資格の特例措置」（以下「本特例」という。）に

ついて、以下のとおり定める。 

  

１．特例の対象となる被災地域都道府県 

 震災による被害状況及び影響等を総合的に勘案し、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉

県の 6県を本特例の適用対象となる被災地域都道府県（以下「特例対象県」という。）とする。 

 なお、特例対象県以外の都道府県において対応が必要となった場合は、個別に取り扱うこととする。 

 

２．特例の内容 

（1）特例対象県を所属都道府県とする場合の要件緩和 

以下の選手及び監督については、「居住地を示す現住所」、「学校教育法第 1 条に規定する学校の所

在地（以下『学校所在地』という。）」または「勤務地」の各要件を満たしていなくとも、当該特例対

象県から参加することができる。 

  

 【特例の適用期間】 

    第 66回国民体育大会及び第 67回国民体育大会冬季大会 

【特例の対象者】 

被災地域からの避難等、災害の影響によるやむを得ない事情によって、当該特例対象県における

「居住地を示す現住所」、「学校所在地」または「勤務地」の各要件を満たすことができなくなった

者。 

ただし、以下の事項のいずれにも該当していること。 

① 平成 23年 3月 11日（震災発生時）時点において、当該特例対象県内に居住または勤務して

いた者。もしくは当該特例対象県内の学校教育法第 1条に規定する学校に在籍していた者で

あること。 

② 災害が発生しなかったと仮定した場合、平成 23年 4月 30日以前から各大会終了時（本大会：

平成 23年 10月 11日、冬季大会：各競技会終了時）まで継続して当該特例対象県を「居住

地を示す現住所」、「学校所在地」または「勤務地」とする要件を満たしていたと合理的に推

測される者であること。 

  

（2）避難等による移動先の都道府県を所属都道府県とする場合の要件緩和 

1） 被災地域からの避難等により、当該特例対象県と異なる都道府県に移動した以下の選手及び監督

については、移動先の都道府県から参加することができる。 

    なお、この場合、第 64回及び第 65回大会（冬季大会は第 65回及び第 66回大会）に当該特例対

象県から参加していても、国民体育大会開催基準要項細則第 3項‐（1）‐1）‐③（国内移動選

手の制限）には抵触しないものとする。 

 

【特例の適用期間】 

    第 66回国民体育大会及び第 67回国民体育大会冬季大会 

別  紙 



 

  【特例の対象者】 

被災地域からの避難等、災害の影響によるやむを得ない事情によって、当該特例対象県から移動

せざるを得なかった者。 

ただし、以下の事項のいずれにも該当していること。 

① 平成 23年 3月 11日時点において、当該特例対象県内に居住または勤務していた者。もしく

は当該特例対象県内の学校教育法第 1条に規定する学校に在籍していた者であること。 

② 移動先の都道府県を「居住地を示す現住所」、「学校所在地」または「勤務地」とする要件を

満たしていること。 

   なお、移動が生じた時期が平成 23年 4月 30日以降の場合は、移動先の都道府県の予選会開

始までに要件を満たしていることとする。 

   ［注］ 「居住地を示す現住所」及び「学校所在地」として参加を希望する者については、当該自治体

への住所に関する届出または学籍に係る要件を満たしていなくとも、それに準ずる公的な証明書

類を提出でき、かつ移動先の都道府県に居住あるいは通学している実態を有していると日体協が

認めた場合、移動先の都道府県から出場することができる。 

 

   2） 本項 1）を適用して避難等による移動先の都道府県から第 66回大会（冬季大会は第 67回大会）

に参加した者が、第 67回大会（冬季大会は第 68回大会）において、以下のような震災に係る理

由により再度都道府県を移動して参加する場合は、国民体育大会開催基準要項細則第 3項‐（1）

‐1）‐③（国内移動選手の制限）には抵触しないものとする。 

    ＜例＞ ○ 避難先を離れ、当該特例対象県に戻る場合 

○ 避難先を離れ、他の都道府県を「居住地を示す現住所」、「学校所在地」または「勤

務地」とする場合 

○ 他の都道府県に避難先を移す場合 

 

３．特例の適用に係る手続き 

（1） 本特例の適用を受けて参加する者の所属となる都道府県競技団体は、所定の様式 1を所属となる都

道府県体育協会へ提出する。 

（2） 所属となる都道府県体育協会は、（1）により提出された内容を確認の上、所定の様式 2に様式 1の

写しを添えて、以下のとおり提出する。 

  ① ブロック大会 

    ブロック大会実施競技の本特例適用者（都道府県予選会参加者含む）について、各競技参加申込

締切日までに当該ブロック大会開催県へ提出する。 

  ② 本大会 

    全競技の本特例適用者（都道府県予選会参加者含む）について、各競技参加申込締切日までに公

益財団法人日本体育協会（以下「日体協」という。）へ提出する。 

（3） 日体協は、提出内容を取りまとめの上、都道府県体育協会、中央競技団体等関係各機関・団体へ通

知する。 

 

４．その他 

  本特例に定めのない事項及び特例期間の延長等については、必要に応じ国民体育大会委員会において

検討を行うものとする。 

 


